
平成16年 3月期 決算短信（連結） 平成16年 5月21日

上 場 会 社 名 市光工業株式会社 上場取引所　東

コード番号 ７２４４ 本社所在地都道府県

（ＵＲＬ　http://www.ichikoh.com/） 東京都
代 表 者 役 職 名 代表取締役社長 氏 名 市川　侑男
問合せ責任者 役 職 名 専 務 取 締 役 氏 名 寺田　勝彦 ＴＥＬ(03)3443-7281

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成16年 5月21日

親 会 社 名 （コード番号：　　　　　） 親会社における当社の株式保有比率：　　％

米国会計基準採用の有無 無

１．16年 3月期の連結業績（平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

(1) 連結経営成績
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

16年 3月期 118,691 1.3 △155 △107.4 33 △98.7 
15年 3月期 117,225 9.5 2,093 23.8 2,515 2.9 

当 期 純 利 益
1 株 当 た り 潜在株式調整後 株主資本 総資本 売上高

当 期 純 利 益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％ 

16年 3月期 423 △86.2 4.01 － 1.5 0.0 0.0 
15年 3月期 3,077 － 31.51 － 11.0 2.8 2.1 

(注)① 持分法投資損益 16年 3月期    － 百万円 15年 3月期    － 百万円

② 期中平均株式数（連結） 16年 3月期 95,998,682株 15年 3月期 96,018,281株 

③ 会計処理の方法の変更 無

④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 連結財政状態
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭 

16年 3月期 84,449 28,230 33.4 293.69
15年 3月期 90,208 27,952 31.0 291.15
(注) 期末発行済株式数（連結） 16年 3月期 95,991,801株 15年 3月期 96,004,990株 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円 

16年 3月期 △588 △6,111 △3,179 5,312
15年 3月期 10,822 △2,261 △1,912 15,281

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 13社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数－社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規） －社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） －社

２．17年 3月期の連結業績予想（平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円 

中　間　期 58,000 550 300 
通　　　期 118,000 1,800 900 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 8円98銭

※当業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、為替等のリスクや
不確実性を含んでおります。実際の業績は、今後様々な要因によって上記業績予想とは大幅に異なる可能性があり
ます。



企業集団の状況

　当社企業グループは、自動車関連部品の製造販売及び用品の販売を主な事業内容としており、各関係会社
の位置付けは以下の通りであります。

１．国内関係会社

　ピア㈱は当社の自動車部品の販売及びスポーツ用品の販売を行っており、㈱ハクデン、㈱不二ダイカス
ト製作所、美里工業㈱、九州市光工業㈱、湘南精工㈱、㈱ライフエレックス、㈱クリア器機、市光イン
ターナショナル㈱から当社の自動車部品及び原材料を購入しております。

２．海外関係会社
　イチコウ・マニュファクチャリング・インク、イチコウ・マレーシアＳＤＮ．ＢＨＤ．及びＰＴ．イチ
コウ・インドネシアは、自動車部品の製造、販売を行っております。

　以上に述べた事項の概略図は次の通りです。

得 意 先

部品の納入

( 連 結 子 会 社 )
ピ ア ㈱
イチコウ・マニュファクチャリング・インク

イチコウ・マレーシアＳＤＮ．ＢＨＤ．

部品の一部供給
九 州 市 光 工 業 ㈱

市 光 工 業 ㈱
㈱ ハ ク デ ン
㈱ 不 二 ダ イ カ ス ト 製 作 所

　原材料及び
　　　部品の購入

美 里 工 業 ㈱
湘 南 精 工 ㈱
市光インターナショナル㈱
㈱ ラ イ フ エ レ ッ ク ス
ＰＴ．イチコウ・インドネシア

設備の一部を購入

( 連 結 子 会 社 )
市 光 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ㈱

福利厚生等サービスの提供

( 連 結 子 会 社 )
㈱アイ・ケー・アイ・サービス

部品の購入

( 非 連 結 子 会 社 ) ( 関 連 会 社 )
ピ ア フ ィ ル タ ー ㈱ ㈱ ク リ ア 器 機

他５社 他３社
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経  営  方  針 

 

当社及びグループ各社は、当社の下記経営方針を共有しグループ全体の収益力の強化と経営の効

率化を目指しております。 

 

１．経営の基本方針 

当社グループは、お客様第一の基本理念に徹し、魅力ある技術、商品、サービスでより豊かな

社会の発展に貢献することを基本方針としております。 

この基本方針に基づいて、先行開発の強化、技術開発計画の確実な実行、次世代製品の拡販を

図ると共に、徹底した原価低減を推進して受注品の収益力の向上目指しており、且つ地球環境保

全の重要性を十分に認識して事業活動を推進しております。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社グループは自動車部品の製造及び販売を中心とした事業を行っており、安定配当の継続実

施を基本理念としております。 

 

３．中長期的な経営戦略 

激しいグローバル競争に勝ち残るため、特に価格競争力と魅力ある商品の開発力を強化し、市

光グループとして収益を確保すると共に、パートナーとの事業提携等を通じて世界的な供給体制

の充実を図る所存であります。 

現在遂行している主要なテーマは下記の通りであります。 

（１）原価低減の強力推進 

部品・材料の標準化と共通化を強力に進め、世界規模での集中購買の実施、市光グルー

プ全体の最適生産体制を構築して新規品及び流動品の目標原価達成、又直接及び間接の効

率化による低コスト生産体制の実現等を通じて価格競争力の向上を図ります。 

 

（２）拡販体制の強化 

専門メーカーとして、コンセプトインによるオリジナル・デザイン、新製品の提案で魅

力ある次世代製品を開発し、拡販を図ります。 

 

（３）国内外関係会社収益力の向上 

カーメーカーの世界戦略に対応し、国内外関係会社のそれぞれの特長を生かし、市光グ

ループとしての収益力の向上を図ります。 

 

４．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社グループは競争力の強化を図ると共に、企業倫理と法令遵守の精神に基づき経営の透明性

を確保するために、コーポレートガバナンスを充実することを経営の重要課題と認識しておりま

す。 

・取締役会は業務執行上の重要な意思決定を行っており、定例的に開催しております。 

・監査役会は社外監査役２名を含む４名で構成されており、取締役会をはじめ重要な会議に出

席し、経営に関する監査機能を果しております。なお、社外監査役、社内監査役とも当社グル

ープとの間に特別の利害関係はありません。 

・内部監査に関しては内部監査実施要領に基づき実施しております。 
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経  営  成  績 

 

１．当期の概況 

当期における我が国経済は、依然として雇用環境の冷え込みが続くなど不安材料を払拭できな

い面があるものの、中国及び米国向けを中心として輸出、及び民間設備投資の増加により緩やか

な回復基調を示しました。 

海外におきましては、米国では減税等を柱とした景気刺激策が効を奏し回復傾向を持続してお

り、一方欧州においては本格的な回復には至らないままに終始致しました。 

自動車業界におきましては、生産台数は前年比 0.3％増の 1,035 万台となりました。輸出の面

では、現地生産の増加により北米向け輸出は減少したものの、アジア向けを中心に続伸し、加え

て国内販売の堅調さに支えられたことによるものであります。 

このような環境のもと、当社グループは売上高の拡大、新規事業分野の開発促進、グループ全

社を挙げての合理化への取り組みなど激変する内外の情勢にスピーディーな対応で取組んでまい

りました。 

その結果、当期の連結売上高状況及びその他の営業概況は以下の通りであります。 

当社グループ主力の自動車部品関連の売上高は115,273百万円で、自動車関連以外の部門にお

きましては3,418百万円となりました。 

上記により、当期の連結売上高は118,691百万円となり、収益面につきましては連結経常利益

は33百万円、又連結当期純利益は423百万円をそれぞれ計上することとなりました。 

 

２．キャッシュ･フローの概況 

（１）営業活動によるキャッシュ･フロー 

営業活動の結果使用した資金は588百万円となりました。これは主として、税金等調整前当

期純利益の減少3,458百万円及び仕入債務の減少5,597百万円によるものであります。 

 

（２）投資活動によるキャッシュ･フロー 

投資活動の結果使用した資金は6,111百万円となりました。これは主として、投資有価証券

の取得の増加3,702百万円によるものであります。 

 

（３）財務活動によるキャッシュ･フロー 

財務活動の結果使用した資金は3,179百万円となりました。これは主として、長期借入の減

少によるものであります。 

 

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は前期末に比べ9,969百万円減の5,312百万円と

なりました。 

 

３．次期の見通し 

今後の景気の見通しについては、厳しい雇用・所得環境下にあるものの個人消費に持ち直しの

動きがみられること、及び民間設備投資においては特に製造業の調整が一段落し増加傾向にある

こと等からみて、緩やかな回復傾向が持続するものと予測されます。 

自動車業界におきましては、国内販売に関しては前年同様530万台ベース、輸出に関しては現

地生産へのシフトが加速する傾向にあるものの470万台となり、今期に対して若干のマイナス傾

向が予測されます。 

当社グループはこのような情勢のもと、専門メーカーとして開発力、技術力、製品に関する全
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ての責任保証体制の確立、無欠点製品の納入、世界各拠点に対応した供給体制と併せて開発体制

の整備に努めてまいります。 

以上により、平成17年3月期の連結決算見通しにつきましては連結売上高118,000百万円、連

結経常利益1,800百万円、連結当期純利益は900百万円を予定しております。 
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(百万円未満切捨て)

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

(43,762) (51.8) (53,711) (59.5) (△9,948) (△18.5)

5,959 15,301 △9,342 

22,662 22,209 453 

422 69 352 

8,921 9,141 △220 

1,244 1,235 8 

4,642 5,841 △1,199 

△90 △89 △0 

(40,686) (48.2) (36,497) (40.5) (4,189) (11.5)

(26,070) (30.9) (25,700) (28.5) (370) (1.4)

7,406 7,310 96 

6,532 7,066 △534 

2,677 2,591 85 

6,036 6,066 △29 

3,416 2,665 750 

(207) (0.2) (291) (0.3) (△83) (△28.8)

(14,408) (17.1) (10,505) (11.7) (3,902) (37.1)

9,353 5,988 3,365 

31 98 △67 

3,219 2,895 323 

2,018 1,623 394 

△213 △100 △112 

84,449 100.0 90,208 100.0 △5,759 △6.4 

貸 倒 引 当 金

受取手形及び売掛金

機械装置及び運搬具

工具器具及び備品

(3) 繰 延 税 金 資 産

(4) そ の 他

(1) 投 資 有 価 証 券

(2) 長 期 貸 付 金

2. 無 形 固 定 資 産

3. 投資その他の資産

(5)

建物及び構築物

土 地

建 設 仮 勘 定

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

3.

4.

5.

6.

Ⅰ 流 動 資 産

1.

2.

現 金 及 び 預 金

連　結　貸　借　対　照　表

(平成15年3月31日)(平成16年3月31日)

(資　産　の　部)

増 減
　　　　 　   　期　　別

  科　　目

当連結会計年度 前連結会計年度

資　産　合　計

貸 倒 引 当 金

Ⅱ 固 定 資 産

1. 有 形 固 定 資 産

(1)

(2)

(3)

(4)
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(百万円未満切捨て)

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

(37,560) (44.5) (42,478) (47.1) (△4,917) (△11.6)

20,079 23,462 △3,382 

5,541 4,946 594 

3,174 3,624 △449 

80 － 80 

917 567 350 

1,828 2,869 △1,041 

2,935 3,259 △323 

510 618 △108 

－ 39 △39 

2,492 3,091 △598 

(17,228) (20.4) (18,738) (20.8) (△1,509) (△8.1)

1,265 961 303 

5,394 8,654 △3,260 

24 － 24 

8,273 6,713 1,559 

221 297 △76 

18 32 △13 

2,030 2,078 △47 

(54,789) (64.9) (61,216) (67.9) (△6,427) (△10.5)

(1,429) (1.7) (1,039) (1.1) (389) (37.5)

8,929 8,929 0 

7,840 7,840 0 

13,419 13,623 △204 

504 △68 572 

△2,453 △2,366 △87 

△9 △6 △3 

(28,230) (33.4) (27,952) (31.0) (278) (1.0)

84,449 100.0 90,208 100.0 △5,759 △6.4 

9. 繰 延 税 金 負 債

10. そ の 他

負　債　合　計

6. 連 結 調 整 勘 定

7. そ の 他

4. 退 職 給付引当金

5. 役員退任慰労引当金

2. 長 期 借 入 金

3. 繰 延 税 金 負 債

Ⅱ 固 定 負 債

1. 社 債

8. 製 品 保証引当金

未 払 金

6. 未 払 法 人 税 等

7. 未 払 費 用

Ⅰ 流 動 負 債

1. 支払手形及び買掛金

少 数 株 主 持 分

2. 短 期 借 入 金

3.

長 期 借 入 金

1年以内返済予定の

4. 1年以内償還予定の

社          債

5.

　　　　 　   　期　　別

  科　　目

増 減

(負　債　の　部)

前連結会計年度当連結会計年度

(平成16年3月31日) (平成15年3月31日)

(資　本　の　部)

Ⅰ 資 本 金

Ⅱ 資 本 剰 余 金

Ⅲ 利 益 剰 余 金

Ⅳ その他有価証券評価差額金

資　本　合　計

負債､少数株主持分及び資本合計

Ⅴ 為替換算調整勘定

Ⅵ 自 己 株 式
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(百万円未満切捨て)

金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

118,691 100.0 117,225 100.0 1,466 1.3 

101,873 85.8 98,222 83.8 3,651 3.7 

16,973 14.3 16,910 14.4 63 0.4 

△155 △0.1 2,093 1.8 △2,248 △107.4 

(1,403) (1.2) (1,739) (1.5) (△335) (△19.3)

182 125 56 

331 536 △205 

889 1,076 △187 

(1,214) (1.1) (1,316) (1.2) (△102) (△7.8)

336 311 25 

30 54 △23 

847 951 △104 

33 0.0 2,515 2.1 △2,481 △98.7 

(2,194) (1.8) (4,839) (4.1) (△2,644) (△54.7)

2,187 3,866 △1,678 

6 972 △966 

(419) (0.3) (2,087) (1.7) (△1,668) (△79.9)

293 248 44 

－ 1,700 △1,700 

125 138 △13 

1,809 1.5 5,267 4.5 △3,457 △65.7 

1,966 2,735 △769 

△738 △634 △103 

158 88 69 

423 0.4 3,077 2.6 △2,654 △86.2 

連　結　損　益　計　算　書

至 平成15年3月31日

自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日

前連結会計年度

増 減

当連結会計年度

至 平成16年3月31日

               期　　別

 科　　目

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

税金等調整前当期純利益

法人税､住民税及び事業税

営 業 利 益

Ⅳ 営 業 外 収 益

Ⅴ 営 業 外 費 用

ロイヤリティー

3.

1.

2.

1. 支 払 利 息

2. 社 債 利 息

3. その他の営業外費用

その他の特別利益

Ⅶ 特 別 損 失

経 常 利 益

Ⅵ 特 別 利 益

1.

3. その他の特別損失

受取利息及び配当金

その他の営業外収益

投資有価証券売却益

固定資産処分損

投資有価証券評価損

1.

2.

2.
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(百万円未満切捨て)

7,840 7,840 

7,840 7,840 

13,623 11,170 

423 3,077 

627 623 

576 576 

51 47 

13,419 13,623 

配 当 金

役 員 賞 与 金

Ⅳ 利益剰余金期末残高

当 期 純 利 益

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高

Ⅱ 資本剰余金期末残高

連　結　剰　余　金　計　算　書

百万円 百万円

当連結会計年度 前連結会計年度

至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日

                期     別

 科     目
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(百万円未満切捨て)

Ⅰ

1,809 5,267

3,597 4,813

113 △45

△108 △377

1,483 1,230

△182 △125

366 365

△2,187 △3,866

－ 1,700

286 △49

△566 △551

61 △494

757 △74

△3,060 2,537

233 △485

△55 △51

53 122

2,602 9,914

182 125

△366 △365

△3,007 －

－ 1,147

△588 10,822

Ⅱ

△646 △20

20 20

△4,379 △19,551

4,379 19,479

△8,281 △9,835

3,450 5,037

△6,149 △2,447

5,613 4,899

69 －

△1 △0

△185 157

△6,111 △2,261

Ⅲ

620 △196

－ △3,516

478 －

300 5,890

△3,989 △3,498

△576 △576

△9 △9

△3 △4

△3,179 △1,912

Ⅳ △89 △93

Ⅴ △9,968 6,554

Ⅵ 15,281 8,727

Ⅶ 5,312 15,281

そ の 他

そ の 他

短 期 借 入 金 の 増 減 額

投資活動によるキャッシュ・フロー

社 債 の 発 行 に よ る 収 入

配 当 金 の 支 払 額

社 債 の 償 還 に よ る 支 出

至 平成15年3月31日

仕 入 債 務 の 増 減 額

投 資 有 価 証 券 売 却 損 益

営業活動によるキャッシュ・フロー

法 人 税 等 の 還 付 額

利 息 の 支 払 額

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

小　　　　　　計

そ の 他

                                      期　　　　　別

   科　　　　　目

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

支 払 利 息

有 形 固 定 資 産 処 分 損 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

投資活動によるキャッシュ・フロー

役 員 賞 与 の 支 給 額

未 払 費 用 他 の 増 減 額

定 期 預 金 の 預 入 れ に よ る 支 出

定 期 預 金 の 払 戻 し に よ る 収 入

法 人 税 等 の 支 払 額

有形固定資産の取得による支出

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入

有形固定資産の売却による収入

売 上 債 権 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額

財務活動によるキャッシュ・フロー

長 期 借 入 に よ る 収 入

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

自 平成14年4月 1日

百万円

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

減 価 償 却 費

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額

製 品 保 証 引 当 金 の 増 減 額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

未 収 入 金 他 の 増 減 額

た な 卸 資 産 の 増 減 額

貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

連結キャッシュ・フロー計算書

退職給付･役員退任慰労引当金の増減額

百万円

当連結会計年度

自 平成15年4月 1日

至 平成16年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー

前連結会計年度
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

連結の範囲に含められている子会社は、次の13社であります。 

①ピア株式会社 ⑧株式会社アイ・ケー・アイ・サービス 

②イチコウ・マニュファクチャリング・インク ⑨イチコウ・マレーシア ＳＤＮ．ＢＨＤ． 

③九州市光工業株式会社 ⑩湘南精工株式会社 

④市光エンジニアリング株式会社 ⑪市光インターナショナル株式会社 

⑤株式会社ハクデン ⑫株式会社ライフエレックス 

⑥株式会社不二ダイカスト製作所 ⑬ＰＴ．イチコウ・インドネシア 

⑦美里工業株式会社 

非連結子会社はピアフィルター㈱他5社で、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は何れも小規模であり、全体としても連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしておりません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社6社及び関連会社4社に対する投資については、当期純損益（持分に見合う額）、

利益剰余金（持分に見合う額）の面からみて重要性に乏しいため持分法を適用しておりません。

非連結子会社はピアフィルター㈱他5社であり、関連会社は㈱クリア器機他3社であります。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度末日は連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券････････････････償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

時価のあるもの････････････････決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの････････････････移動平均法による原価法 

 

② たな卸資産 

製品，原材料，仕掛品･･････････････先入先出法による原価法 

貯蔵品････････････････････････････最終仕入原価法による原価法 
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産････････････････････････定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法を採用して

おります。 

 

無形固定資産････････････････････････定額法 

尚、ソフトウェア（自社利用）については、社内

における見込利用可能期間（5年）に基づく定額

法を採用しております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。なお、会計基準変更時差異は、早期大量退職に伴い

一括費用処理した額以外について、15年間による按分額を費用処理しております。又数理

計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。 

 

③ 役員退任慰労引当金 

役員の退任慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上し

ております。 

 

④ 製品保証引当金 

クレーム費の支出に備えるため、過去の実績値を基礎としてその必要額を計上しており

ます。 

 

（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法によっております。 
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（５）重要なヘッジ会計の処理方法 

① ヘッジ会計の処理方法 

為替予約について振当処理の要件を満たしている場合には振当処理を、金利スワップに

ついて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用しております。 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約、金利スワップ 

ヘッジ対象 外貨建債務、変動金利借入金利息 

 

③ ヘッジ方針 

為替予約については外貨建取引高の範囲内で、金利スワップについては対象債務の範囲

内で行うこととしております。 

 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価してお

ります。 

但し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

 

（６）消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法を採用しております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、5年間の均等償却を行っております。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の当連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成してお

ります。 

 

８．連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ･フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、且つ価値の変動について僅少なリスクしか負わない、

取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成16年3月31日現在） （平成15年3月31日現在）

１．有形固定資産の減価償却累計額 １．有形固定資産の減価償却累計額

53,537百万円 52,785百万円

２．担保資産及び担保付債務 ２．担保資産及び担保付債務

　①　担保に供している資産 　①　担保に供している資産

(百万円) (百万円) 

建 物 1,896 建 物 2,895 

構 築 物 71 構 築 物 80 

機 械 及 び 装 置 3,957 機 械 及 び 装 置 4,155 

工具器具及び備品 411 工具器具及び備品 449 

土 地 2,080 土 地 2,348 

投 資 有 価 証 券 109 投 資 有 価 証 券 84 

投資その他の資産 191 投資その他の資産 110 

合 計 8,718 合 計 10,124 

　②　担保付債務 　②　担保付債務

(百万円) (百万円) 

短 期 借 入 金 1,202 短 期 借 入 金 － 

1年以内償還予定の
80 

1年以内償還予定の
－ 

社 債 社 債

1年以内返済予定の
1,694 

1年以内返済予定の
3,236 

長 期 借 入 金 長 期 借 入 金

社 債 1,265 社 債 961 

長 期 借 入 金 1,974 長 期 借 入 金 6,555 

合 計 6,215 合 計 10,753 

３．受取手形の割引高 ３．受取手形の割引高

890百万円 1,044百万円

（連結損益計算書関係）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

自　平成15年4月 1日 自　平成14年4月 1日

至　平成16年3月31日 至　平成15年3月31日

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 １．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

(百万円) (百万円) 

給 料 及 び 手 当 5,529 給 料 及 び 手 当 5,479 

退 職 給 付 費 用 1,012 退 職 給 付 費 用 807 

運 賃 2,231 運 賃 2,676 

製品保証引当金繰入額 404 製品保証引当金繰入額 108 

役員退任慰労引当金繰入額 52 役員退任慰労引当金繰入額 55 

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる
　研究開発費

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる
　研究開発費

5,040百万円 5,240百万円
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

自　平成15年4月 1日 自　平成14年4月 1日

至　平成16年3月31日 至　平成15年3月31日

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

（平成16年3月31日現在） (百万円) （平成16年3月31日現在） (百万円) 

現金及び預金勘定 5,959 現金及び預金勘定 15,301 

預入期間が3ヶ月を
超 え る 定 期 預 金

△646 
預入期間が3ヶ月を
超 え る 定 期 預 金

△20 

現金及び現金同等物 5,312 現金及び現金同等物 15,281 

（リース取引関係）

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

　当連結グループは自動車用照明器具、部品の製造販売を主たる事業とした専門メーカーですが、一セグメントの
売上高、営業利益及び資産の金額は全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額
に占める割合が、何れも90％超となっております。
　又、当該セグメント以外に開示基準に該当するセグメントがないため、その記載を省略しております。

２．所在地セグメント情報

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割
合が何れも90％超であるため、その記載を省略しております。

３．海外売上高

①　当連結会計年度（自：平成15年4月1日　　至：平成16年3月31日）

（百万円未満切捨て）

北 米 そ の 他 の 地 域 合 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 12,023      3,533      15,557      

Ⅱ 連 結 売 上 高 －      －      118,691      

Ⅲ
連結売上高に占める

10.1%      3.0%      13.1%      
海 外 売 上 高 の 割 合

③　前連結会計年度（自：平成14年4月1日　　至：平成15年3月31日）

（百万円未満切捨て）

北 米 そ の 他 の 地 域 合 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 6,810      4,006      10,816      

Ⅱ 連 結 売 上 高 －      －      117,225      

Ⅲ
連結売上高に占める

5.8%      3.4%      9.2%      
海 外 売 上 高 の 割 合

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域は下記の通りであります。

北　　　　米･････アメリカ，メキシコ

その他の地域･････韓国，台湾，マレーシア，インドネシア，オーストラリア等

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

（百万円未満切捨て）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成16年3月31日） （平成15年3月31日）

種 類 連結貸借
対 照 表
計 上 額

時 価 差 額
連結貸借
対 照 表
計 上 額

時 価 差 額

連結貸借対
照表計上額
が時価を超
え る も の

 国債・地方債 － － － － － － 

 社債 622 628 6 672 679 6 

 その他 － － － － － － 

小 計 622 628 6 672 679 6 

連結貸借対
照表計上額
が時価を超
えないもの

 国債・地方債 － － － － － － 

 社債 52 52 △0 62 62 △0 

 その他 － － － － － － 

小 計 52 52 △0 62 62 △0 

合 計 675 681 6 735 741 6 

２．その他有価証券で時価のあるもの

（百万円未満切捨て）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成16年3月31日） （平成15年3月31日）

種 類

取 得 原 価
連結貸借
対 照 表
計 上 額

差 額 取 得 原 価
連結貸借
対 照 表
計 上 額

差 額

 株　　　式 4,679 5,714 1,035 270 549 279 

連結貸借対
照表計上額
が時価を超
え る も の

債
 
券

国債・地方債 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

 そ　の　他 5 5 0 4 5 1 

小 計 4,684 5,719 1,035 275 554 279 

 株　　　式 2,837 2,674 △163 4,471 4,072 △399 

連結貸借対
照表計上額
が時価を超
えないもの

債
 
券

国債・地方債 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

 そ　の　他 9 8 △0 9 6 △3 

小 計 2,847 2,683 △163 4,481 4,078 △402 

合 計 7,531 8,403 871 4,756 4,633 △122 

２．時価評価されていない主な有価証券

（百万円未満切捨て）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成16年3月31日） （平成15年3月31日）

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 364 356 

（店頭売買株式を除く）
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を
設けております。又、一部海外連結子会社は確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

（百万円未満切捨て）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成16年3月31日） （平成15年3月31日）

① 退職給付債務 △57,203 △50,926 

② 年金資産 22,495 17,860 

③ 未積立退職給付債務（①+②） △34,708 △33,065 

④ 会計基準変更時差異の未処理額 10,721 11,692 

⑤ 未認識数理計算上の差異 15,748 14,942 

⑥ 未認識過去勤務債務 － － 

⑦ 連結貸借対照表計上額純額（③+④+⑤+⑥） △8,237 △6,430 

⑧ 前払年金費用 35 282 

⑨ 退職給付引当金（⑦-⑧） △8,273 △6,713 

注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

　　２．一部の連結子会社は退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

（百万円未満切捨て）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成16年3月31日） （平成15年3月31日）

退職給付費用 4,083 3,286 

① 勤務費用 1,478 1,033 

② 利息費用 1,508 1,640 

③ 期待運用収益 △1,077 △1,263 

④ 過去勤務債務の費用処理額 － － 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 1,203 906 

⑥ 会計基準変更時差異の費用処理額 970 970 

注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額は、勤務費用から控除しております。

　　２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成16年3月31日） （平成15年3月31日）

① 割引率 2.50％ 3.00％

② 期待運用収益率 4.00％，4.50％ 4.50％，6.06％

③ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

④ 過去勤務債務の額の処理年数 － －

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 15年 15年

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 15年
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（税効果関係）

（百万円未満切捨て）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成16年3月31日） （平成15年3月31日）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 165 266 

退職給付引当金損金算入限度超過額 3,108 2,656 

製品保証引当金 207 258 

減価償却超過額 452 404 

貸倒引当金超過額 155 140 

その他 987 660 

繰延税金資産合計 5,074 4,384 

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △280 △293 

その他有価証券評価差額金 △355 － 

繰延税金負債合計 △635 △293 

繰 延 税 金 資 産 純 額 4,439 4,091 

（デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益）

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

（関連当事者との取引）

該当事項はありません。

（重要な後発事象）

当社は平成16年5月21日の取締役会において、設備投資のための資金調達を下記の通り決議しております。

－記－

1． 目 的 設備投資資金の調達

2． 金 額 50億円

3． 借 入 方 法 長期借入金

4． 借入予定日 平成16年6月30日
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